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特集：将来の安全・安心な国土の礎となる土木技術 
 

 大規模地震の迅速な危機管理対応を目指して 
－地震観測情報を活用した地震比較による災害対応支援情報の提供－ 

長屋和宏＊ 片岡正次郎＊＊ 運上茂樹＊＊＊  金子正洋＊＊＊＊ 
 

1．はじめに 1 

国土交通省では地震の発生直後から所管施設の

点検を実施しているが、大規模地震の際には被災

状況の把握に数時間以上を要することも少なくな

い。甚大な被害が想定される首都直下地震や東

海･東南海･南海地震ではさらに長時間を要する可

能性があるが、その間、災害対策本部では被害の

規模およびレベルが把握できず、危機管理対応の

判断に多大な遅れを生じる恐れがある。 
筆者らは、地震発生直後の情報の少ない段階に

おいて国土交通省の所管施設の維持・管理を統括

している災害対策本部の意志決定をサポートする

ことを目的に、強震記録から被災状況を推計する

手法と推計情報の提供に関する検討を行っている。 
本報告は、国土交通省の強震観測記録に加え、

──────────────────────── 
Information service for supporting disaster response by 
comparison of observed seismic intensities 

防災科学技術研究所のK-NETによる観測記録を

利用し、発生地震の地震動分布を作成するととも

に、既往地震との比較により近似性の高い地震を

抽出し、既往地震の被害情報と併せて災害対策本

部などで活用する仕組みについて検討したもので

ある。 

2．参照地震情報 

地震発生直後に得られる情報として、気象庁震

度があるが、震度分布だけでは多様な振動特性を

有する各種施設の被害を推測するのは難しいこと

が指摘されている 1)。一方、一般土木施設の被害

程度と比較的相関のある地震動指標として、SI
値(スペクトル強度)があるが、SI値は災害対応担

当者に馴染みのない指標であるとともに、SI値
分布のみから被害状況を推測することも難しい。 

 
 

参照地震情報
２０１１年４月８日１時００分作成国総研 危機管理技術研究センター

２０１１年４月７日 宮城県沖を震源とする地震 参照地震：1978年6月12日 宮城県沖地震

参照地震の被害状況

 強い地震動が観測された地域が都市部であること、最大ＳＩ値・マ
グニチュード・震源深さが近いことから、1978年宮城県沖地震を参

照地震として選定した。
 最大ＳＩ値が参照地震より大きいことから、最も被害が大きい地域

では参照地震より大きい被害と推測される。
 ＳＩ値が大きい地域の広がりは参照地震とより大きいため、被災範

囲は参照地震より広いと推測される。

SI値
(kine)
SI値

(kine)

（注）地震発生直後の被害情報がない段階で、地震と地震動特性が類似する過去の地震の情報から、被
害発生の可能性を把握し被害状況をイメージすることを目的としたものである。実際の被害は、強い地震
動が観測された地域の特性、地形･地盤の条件、施設の種類や分布によって影響されるため、上記の結
果は実際の被害とは一致しない可能性もある。
地震動の揺れの周期特性や周期特性に応じた各種構造物への影響などについては、地震観測波形の
スペクトル分析を行う必要がある。

土砂災害：がけ崩れ 529箇所
道路被害：（合計） 888箇所

橋梁被害 98箇所
河川災害：堤防決壊 12箇所（河道閉塞0箇所）

施設被害

全壊1,183棟、半壊5,574棟、一部破損60,124棟住宅被害

死者28名、負傷者1,325名人的被害

土砂災害：がけ崩れ 529箇所
道路被害：（合計） 888箇所

橋梁被害 98箇所
河川災害：堤防決壊 12箇所（河道閉塞0箇所）

施設被害

全壊1,183棟、半壊5,574棟、一部破損60,124棟住宅被害

死者28名、負傷者1,325名人的被害

発生時刻：17時14分頃
マグニチュード：7.4
震源深さ：40km
最大震度：５
最大SI値：40kine

発生時刻：23時32分頃
マグニチュード：7.4
震源深さ：40km
最大震度：６強
最大SI値：61kine

高速道路
有料道路
直轄国道
海岸線
都道府県境
河川・水域

SI値(kine)

×：震央

□：震源断層

図-1 参照地震情報の様式  
(2011年4月7日 宮城県沖を震源とする地震での例 ) 
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そこで、国土交通省地震計ネットワーク (以
下：地震計NW)2)によって地震発生後10分程度で

観測、集約されるSI値の分布や最大値、さらに

は地震の発生地域などが類似する地震 (これを｢参

照地震｣とよぶ)を過去の被害地震から選択し、参

照地震のSI値分布や被害状況を｢参照地震情報｣

として災害対策本部に提供することを目的に、図

-1に示す参照地震情報の様式と図-2に示す作成手

順を策定した3)。 
｢参照地震｣は、表 -1に示す1968年十勝沖地震

以降の25地震を選定し、｢被害地震情報カタロ

グ｣としてデータベース化している。データベー

スには、後述する演算方法に基づく推計地震動分

布の演算結果とともに、地震概況として人的被害、

住宅被害、インフラ施設被害などの状況を併せて

取りまとめている。 
なお、｢被害地震情報カタログ｣の対象には、近

年の被害地震とともに同程度の最大震度を観測し

ているが施設被害は報告されていない地震も含ま

れており、発生地震の特徴から施設被害の可能性

が低い情報も提供できるようにしている。 
現在、これらのとりまとめた資料を災害対策本

部で活用できる情報として、震度6弱以上の地震

発生時に省内関係部署に提供している。本情報の

活用としては、例えばTEC-FORCEの派遣の必要

性やその規模を検討する基礎資料とすることが想

定される。 

3．推計地震動分布の演算と地震近似性評価 

参照地震情報の提供を迅速化することを目的に、

地震発生後に自動で地震動の面的な広がりを示す

推計地震動分布を作成するとともに、発生地震と

既往地震の推計地震動分布の比較により参照地震

を抽出する仕組みの検討を行った。 
検討に先立ち、推計地震動分布の演算手法およ

び参照地震の評価手法の検討を行った。検討では、

他機関の地震被害推定システムなどで用いられて

いる既往の演算手法の整理を行い、それぞれの手

法における補間手法、演算に要する時間などの特

徴および震度分布の推計に必要となるデータセッ

トを比較した。その結果、演算時間では他の手法

と比較して劣るものの震源情報などを組み合わせ

ることで観測記録のない地点の地震動を高い精度

で補完することが出来るKRIGING法を用いた推

計地震動分布の演算手法を構築した。 
3.1 推計地震動分布の演算手法 
 推計地震動分布の演算の流れは以下の通りであ

る。 
地震計NWより地震発生を感知すると、地震計

NWおよび(独 )防災科学技術研究所K-NETにおけ

る地震観測記録 (計測震度相当値、SI値、最大加

速度 )を取得するとともに気象庁が発表する地震

情報 ( 震源位置 ( 緯度、経度、深さ ) 、マグニ

②地震計ネットワークHPを確認
（最大SI値、最大震度を把握）

①気象庁震度等の地震情報を取得
（最大震度、マグニチュード、震源深さ）

⑦マグニチュードと震源深さが近い地
震を参照地震として選定

⑤気象庁の最大震度が地震計
NWの最大震度より大きい

地震計NWでは震源域周辺の強震動
が観測されていない可能性（震源地
周辺ではさらに強い揺れの可能性）

⑧地域区分、最大震度、マグニチュー
ドから参照地震を選定

地震発生、参集、作業開始

③地域区分を選択
（都市、山間地、それ以外（沿岸･地方））

④震央が陸地内あるいは陸地
付近にあり、震源が浅い地震

はい

いいえ

はい

いいえ

⑨参照地震情報の作成、報告

⑥地域区分と最大SI値から参照地震の
候補を選択

図-2 参照地震情報作成までの手順  

表 -1 データベース化した｢被害地震情報カタログ｣対象

 地震名 日時
マグニ
チュード

震源
深さ

最大
震度

犠牲者数 全壊家屋

1968年十勝沖地震 5月16日 9時48分 7.9 0km 5 52名 673棟

1978年宮城県沖地震 6月12日 17時14分 7.4 40km 5 28名 1,183棟

1983年日本海中部地震 5月26日 11時59分 7.7 14km 5 104名 934棟

1993年釧路沖地震 1月15日 20時06分 7.5 101km 6 2名 53棟

1993年北海道南西沖地震 7月12日 22時17分 7.8 35km 5 202名 601棟

1994年三陸はるか沖地震 12月28日 21時19分 7.6 0km 6 3名 72棟

1994年北海道東方沖地震 10月4日 22時22分 8.2 28km 6 0名 39棟

1995年兵庫県南部地震 1月17日 5時46分 7.3 16km 7 6,434名104,906棟

1997年鹿児島県北西部を震源とする地震 3月26日 17時31分 6.6 12km ５強 0名 4棟

1997年鹿児島県北西部を震源とする地震 5月13日 14時38分 6.4 9km ６弱 0名 4棟

1998年岩手県内陸北部を震源とする地震 9月3日 16時58分 6.2 8km ６弱 0名 0棟

2000年鳥取県西部地震 10月6日 13時30分 7.3 9km ６強 0名 435棟

2001年芸予地震 3月24日 15時27分 6.7 46km ６弱 2名 70棟

2003年宮城県沖を震源とする地震 5月26日 18時24分 7.1 72km ６弱 0名 2棟

2003年宮城県北部を震源とする地震 7月26日 7時13分 6.4 12km ６強 0名 1,276棟

2003年十勝沖地震 9月26日 4時50分 8 45km ６弱 0名 116棟

2004年新潟県中越地震 10月23日 17時56分 6.8 13km 7 68名 3,175棟

2005年宮城県沖を震源とする地震 8月16日 11時46分 7.2 42km ６弱 0名 1棟

2005年千葉県北西部を震源とする地震 7月23日 16時34分 6 73km ５強 0名 0棟

2005年福岡県西方沖を震源とする地震 3月20日 10時53分 7 13km ６弱 1名 144棟

2007年新潟県中越沖地震 7月16日 10時13分 6.8 17km ６強 11名 1,086棟

2007年能登半島地震 3月25日 9時41分 6.9 11km ６強 1名 638棟

2008年岩手･宮城内陸地震 6月14日 8時43分 7.2 8km ６強 17名 30棟

2008年岩手県沿岸北部を震源とする地震 7月24日 0時26分 6.8 108km ６弱 1名 1棟

2009年駿河湾を震源とする地震 8月11日 5時07分 6.5 23km ６弱 1名 0棟
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チュード)を取得する。 
 推計地震動分布の演算にあたっては、地盤地表

面の増幅を考慮するため、基盤面で面的な補間を

行う。このため、観測された地震観測記録は地盤

増幅度を考慮して基盤面の地震動強さの推定を行

う。推定にあたっては、J-SHIS4)にて公開されて

いる250mメッシュごとの深度30mまでの平均  S
波速度 (AVS30)および速度増幅度 (ARV)から算出

される各地震動指標値別の地盤増幅度4), 5)より、

各観測記録の観測点が位置するメッシュの地盤増

幅度を用いて基盤面の地震動強さを算出する。並

行して経験的な地震動推定式6)より地震情報に基

づく基盤面の面的な地震動分布を算出する。 
 それぞれの算出結果を用いて、基盤面における

推計地震動分布の補間を行う。補間には、前述の

通りKRIGING法(SIMPLE KRIGING法)7)を用い

た。本手法は、距離減衰特性式で算出した地震動

分布をトレンド成分の期待値として評価し、地震

観測点における観測記録に基づく値を残差成分と

して補間する手法である。  

 基盤面において算出された推計地震動分布は、

250mメッシュごとに前述の地盤増幅度を用いて

地表面の地震動を算出し、地表面における推計地

震動分布として算出する。  
3.2 地震近似性の評価 

一方、異なる地震の近似性の評価手法の検討に

あたっては、可能な限り定量的な判断が行えるよ

うにすることを念頭におき、推計地震動分布の地

震動レベル毎の面積を比較する手法、面積に加え

その分布形状を考慮した手法、地震発生エリアに

有するインフラ施設延長などを考慮する手法につ

いて、それぞれの特徴について整理し、比較検討

を行った。 
その結果、近似性の評価が比較的簡便で短時間

で参照地震を抽出することができる、地震動レベ

ル毎の面積による比較手法を用いることとした。

なお、施設管理者の意志決定をサポートすると言

う観点からは、施設延長などに鑑みた評価を高精

度化する必要があることも判ったが、インフラ施

設に関する情報が必要であることから、今後、必

図-3 構築した｢地震観測情報による地震比較システム｣のイメージ  
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要なデータセットなどの絞り込みを行う必要があ

る。 

4．地震比較システムの構築 

3．で検討を行った推計地震動分布の演算およ

び表示する仕組み、既往地震との比較により参照

地震を抽出する仕組みについて、国土技術政策総

合研究所において運用できるシステムを図-3の様

に構築した。 
構築したシステムでは、国土交通省地震計ネッ

トワークによる観測記録に加え、防災科学技術研

究所のK-NETで得られた観測記録を用いるもの

とし、地震発生後にK-NETの記録を同研究所よ

り自動的に取得する仕組みの整備も併せて行った。 
システムの構築にあたり、K-NETの観測記録

からの取得手法、接続回線などの検討を行い構築

に反映させた。また、演算処理を高速化するため

に、演算対象となる観測記録の絞り込みとして、

震源より離れた場所の地震動が小さな記録は除外

する仕組みを取り入れた。  

5．まとめ 

地震発生直後の情報の少ない段階において施設

管理者の意志決定をサポートすることを目的に、

近年に発生した被害地震および同程度の規模の地

震を｢参照地震｣とし、地震動分布および被害状況

を｢参照地震情報｣として災害対策本部に提供する

仕組みを策定した。 
また、情報提供の迅速化を目的に仕組みのシス

テム化を図った。システム化にあたっては防災科

学技術研究所のK-NETの観測情報を活用すると

ともに｢参照地震｣となる既往地震の推計地震動分

布の演算、被害状況のデータベース化を行った。 
今後、地震発生直後に把握する被害状況の精度

向上を図るとともに、個別の施設の被災度を即時

に推測する技術を開発し、災害対応担当者のニー

ズに合った情報が提供できるよう検討を進めて行

く予定である。 
本研究のうち、地震発生直後の地震動情報の共

有、融合データによる地震動分布の推定について

は、(独)防災科学技術研究所との共同研究で実施

された。 
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